
- 5 -

水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書



収  入

千円

2,089,760

１ 神  島  簡  易

   水  道  収  益

２ 答 志 島 簡 易

   水  道  収  益

３ 菅  島  簡  易

   水  道  収  益

 １ 受取利息及び

    配   当   金

１ 過 年 度 損 益

   修    正    益

 ３ 雑   収   益 1,302

10

 ２ 長期前受金戻入 9,126

80,196

1,372

備 考

97,501

8,994

３ 営業外収益

１ 営 業 収 益 1,902,927

３ その他営業収益 1,686

１ 給  水  収  益

21,086

1,173,485

２ 簡易水道収益

款 項 目 予 定 額

 ２ 受託工事収益 727,756

             平成２６年度鳥羽市水道事業会計予算実施計画
             収   益   的   収   入   及   び   支   出 

67,421

１ 水道事業収益

４ 特 別 利 益 9,136

 ４ 長期前受金戻入 76,301

 ２ 他会計補助金 1,221
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支  出

千円

2,024,280

１ 神  島  簡  易

   水  道  費  用

２ 答 志 島 簡 易

   水  道  費  用

３ 菅  島  簡  易

   水  道  費  用

１ 支払利息及び　

   企業債取扱諸費

２ 消 費 税 及 び

   地 方 消 費 税

１ 過 年 度 損 益

   修    正    損

 ２ 過年度分給水

    収 益 返 還 金

 ３ そ　の　他

　　特　別　損　失

款 項 目 予 定 額

１ 水道事業費用

7,132

1,662,849

515,657

３ 受 託 工 事 費 671,502

備 考

 1 営 業 費 用

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

５ 総    係    費

６ 減 価 償 却 費

４ 業　　務　　費

135,913

59,360

216,607

3,200

60,610

２ 簡易水道費用 126,615

７ 資 産 減 耗 費

38,322

64,020

24,273

３ 営業外費用 38,834

25３ 雑　　支　　出

31,677

１ 予    備    費

５ 予   備   費

４ 特 別 損 失

192,932

2,000

50

193,982

2,000

1,000
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収  入

千円

256,110

支  出

千円

427,240

１ 配 水 及 び
給 水 施 設 費

２ 簡 易 水 道
建 設 改 良 費

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的収入

１ 企  業  債 121,000

１ 企 業 債 121,000

２ 分  担  金 1,409

１ 分 担 金 1,409

３ 負  担  金 12,495

１ 工 事 負 担 金 8,995

２ 他 会 計 負 担 金 3,500

５ 他会計補助金 36,937

１ 他 会 計 補 助 金 36,937

４ 国庫補助金 84,269

１ 国 庫 補 助 金 84,269

款 項 目 予 定 額 備 考

１ 資本的支出

１ 建設改良費 228,305

66,170

161,086

３ 投        資 25

１ 基 金 25

３ 固定資産購入費 1,049

２ 企業債償還金 198,910

１ 企 業 債 償 還 金 198,910
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（間接法による）

１.営業活動によるキャッシュフロー

２.投資活動によるキャッシュフロー

キャッシュの増加（△減少）額 234,485

キャッシュの期首残高 815,109

キャッシュの期末残高 1,049,594

リース債務の支払 △ 951

小計 △ 98,934

企業債による収入 121,000

企業債の返済による支出 △ 198,910

支払利息 △ 20,073

受取利息 1,372

小計 △ 184,808

３.財務活動によるキャッシュフロー

一般会計からの繰入 40,432

工事負担金等収入 9,638

投資支出 △ 109,769

固定資産の売却による収入 0

国庫補助金の収入 84,268

国庫補助金の返還 0

固定資産の取得による支出 △ 210,749

営業活動による資産及び負債の増減

収益に関する項目 25,230

費用に関する項目 33,842

その他に関する項目 18,701

小計 518,227

引当金の増加（減少△） 183,102

固定資産除却費・売却損 3,574

長期前受金戻入 △ 85,427

平成２６年度鳥羽市水道事業会計予定キャッシュフロー計算書

(平成26年4月1日～平成27年3月31日まで)

当期純利益 52,154

減価償却費 287,051

(単位:千円)
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（１） 総  括

（２） 給料及び手当等・退職給与金の増減額の明細

87,405

0

手　　　 当 62,401
そ の 他 の 増 減 分 62,401

103

 引当金計上の増による

14,56443,682 27,078

87,405

0

14

(　) 0

55,381

職員数
給　　料

(　) 55,381

(人) 

法  　 定
福 利 費手　　当 賃　　金

本
年
度

資本勘定支弁職員

合　　　計

14損益勘定支弁職員 19,01889,479 147,044

0 1,988 2,328

2,184

1,988

4,172 19,358149,032

166,062

168,390

340

89,479

2,081 72,841

72,841 14,564

0 0

2,081

00
前
年
度

損益勘定支弁職員 11 (　)

資本勘定支弁職員

合　　　計 11 (　)

0 (　) 0

(　)

11,699

合　　　計

43,682 27,078

62,401

62,401 2,09111,699

比
　
較

損益勘定支弁職員 3 (　)

資本勘定支弁職員 0

74,203 4,454 78,657

管  理  職
手       当

管理職員
特別勤務
手　　  当

0 1,988 1,988 340 2,328

扶養手当

(千円) 

通勤手当

(千円) 

8653,210

24

(千円) 

3 (　) 76,191 80,9854,794

573

時  間  外
勤務手当

期末勤勉
手  　　当

26,711

324本年度

(千円) (千円) 

前年度

本年度

住居手当
夜間勤務
手　　　当

480

比　較

11,699

1,488

退職給付費
区　分

備　          　　考
(千円) 

10,577

備　　　　　　　　考

普通昇給に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

376

(千円) 
区　　分

給与改定に伴う増減分

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

給　　　  料

11,323

制度改正に伴う増減分

 職員の会計間の異動及び会計制度改正による

55,436

292

 職員の会計間の異動及び職員数の増による

 平均昇給率  0.68％

6,014

49,422

説　　　　明

給　与　費　明　細　書

1,722

 ※ 職員数は、報酬又は賃金で支弁される職員を除く。（　）内は、短時間職員であり、外書きである。

　　手当には児童手当を含まない。

区　　　　　分

区　分

0

(千円) 

手 当

の 内 訳

比　較 △ 282 0

0

(千円) 

前年度 606 0

合 　　計

(千円) 

給　　　与　　　費

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

16,134

(千円) 

30

6

0

480

(千円) 

2,423

1,543

880
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（３） 給料及び手当等の状況

（ア）  職員一人当たり給与額

（イ）  初任給

（ウ）  級別職員数

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　) (　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　)

(　) (　) (　) (　)

（エ）  級別の標準的な職務内容

172,200
125,400

16.7

級

２　級２　級

１　級

平成２６年１月１日現在

16.7

５　級

1

33.3

技能労務職　 (円)
技能労務職　 (円)行　政　職 　(円)

構成比　(％)構成比　(％) 級

16.71

1

6

1

６　級

１　級

2

１　級

100.0計

計

100.0

５　級 1 14.2

４　級

2

２　級

28.6

28.6

16.6

100.0

28.6

平成２５年１月１日現在

３　級

高　 校　 卒

大　 学　 卒

140,100

2

６　級

職員数　(人)

計

区　　　分

区　　　　　分

１　級 2

技　　能　　労　　務　　職行　　　　政　　　　職

職員数　(人)

３　級

４　級

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職

区　　  分

行　　 政　 　職

平成２６年１月１日現在

平成２５年１月１日現在

計

 ※ （  ） 内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

１　級

主　 　 査

340,588

41歳3月

事 務 職 員 係　 　 長

技 術 職 員 副　　参　　事

係　  　長

主　  　査

課長補佐 課　　　　   長

６　級

55歳9月

6 100.0

一　般　会　計　の　制　度

行　政　職 　(円)

140,100

172,200
125,400

平 均 年 齢

５　級３　級

(円) 299,971

２　級

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

7 100.0

４　級

(円)

２　級 6

平 均 給 料 月 額

335,042

41歳1月

350,474

321,927

56歳9月

290,789

技 能 労 務 職

5 100.0

5

373,911

(円)

(円)

273,439

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢
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（オ）  期末勤勉手当

（カ）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（キ）  その他の手当

(0.975)前　　  年　　  度

１２月    (月分)

2.05

2.05

(0.975)

1.90

支  給  期  別  支  給  率

本　　  年　　  度

区　　 　　 　分

1.90

６ 月    (月分)
支給率合計 (月分)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

(1.125)

有

(2.10)

(2.10) 有(1.125) 3.95

3.95

(2.10)

有

3.95

28.7875

28.7875

38.955

55.8655.86

　　　　　　　　 (月分)

最 高 限 度 額

1.90 (0.975) 2.05

区　　　　分
２０年勤続の者

　　　　　　　　 (月分)

２５年勤続の者
　　　　　　　　 (月分)

その他の加算措置等

( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
( 2 ％ ～ 20 ％)

定年前早期退職特例措置
支　 給　 率 　等

通　勤　手　当 同　　　　じ

同　　　　じ

38.955

一般会計の制度との異同

同　　　　じ

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

区　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

３５年勤続の者

55.86

(1.125)

　　　　　　　　 (月分)

55.86

 ※ （  ） 内は、再任用職員に係る支給割合である。

一般会計の制度
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期  間 金  額 期  間 金  額
損益勘定
留保資金

受託工
事収益

千円 千円 千円 千円 千円

81,239

千円 千円 千円 千円 千円

10,948

千円 千円 千円 千円 千円

45,833

千円 千円 千円 千円

―

千円 千円 千円 千円

―

千円 千円 千円 千円

―

千円 千円 千円 千円

―

鳥羽小涌園緑の村
専用水道ポンプ場
機械電気設備工事 408,900 ― 平成２７年度 408,900 408,900

鳥羽小涌園緑の村
専用水道配水池築
造工事等に係る発
注支援業務

3,938 ― 平成２６年度 3,938 3,938

 鳥羽小涌園緑の
 村専用水道配水
 池築造工事 255,655 ― 平成２６年度 255,655 255,655

 鳥羽小涌園緑
 の村専用水道
 ポンプ室・配
 水池造成工事

9,376 ― 平成２６年度 9,376 9,376

債務負担行為に関する調書

前年度末までの
支払義務発生

（ 見　込 ）額

当該年度以降の
支払業務発生
予   定   額事  項

 水道料金等
 徴収業務 225,383

平成２６年度から
平成２９年度まで

179,550

限度額

平成２５年度

50,630 39,682

左の財源内訳

227,693

50,630

225,383

 岩倉水源地等
 管理業務 227,693

平成２６年度から
平成２８年度まで

平成２６年度から
平成２８年度まで

平成２４年度から
平成２５年度まで

146,454

平成２４年度から
平成２５年度まで

 新会計・料金
 システム化業務
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 397,006

ロ 624,952

314,919 310,033

ハ 8,644,056

4,972,399 3,671,657

ニ 965,015

661,114 303,901

ホ 4,029

3,274 755

ヘ 22,015

17,476 4,539

ト 0

4,687,891

(2)

イ 9,611

ロ 150,943

59,071 91,872

ハ 2,306,593

1,434,490 872,103

ニ 658,826

262,665 396,161

ホ 35

32 3

ヘ 0

1,369,750

(3)

イ 216

ロ 23,243

ハ リ ー ス 資 産 2,534

25,993

(4)

イ 0

ロ 9,824

ハ 109,744

ニ △ 109,744

9,824

6,093,458

2

(1) 1,049,594

(2) 241,043

△ 38,156 202,887

(3) 7,193

(4) 0

(5) 1,000

1,260,674

7,354,132

工具器具及び備品

構 築 物

平成２６年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

簡易水道固定資産合計

（平成２７年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

機 械 及 び 装 置

簡 易 水 道 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

土 地

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

構 築 物

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金

投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券
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3

(1) 707,418

(2)

(3) 2,502

(4)

イ 126,422

引 当 金 合 計 126422

836,342

4

(1)

(2) 133,030

(3) 121

(4) 117,688

(5) 0

(6)

イ 6,649

ロ 791

引 当 金 合 計 7,440

(7) 1,000

259,279

5

(1) 3,736,935

(2) △ 2,204,593

繰延 収益 合計 1,532,342

2,627,963

5

(1) 2,729,775

2,729,775

6

(1)

イ 407,340

ロ 20,213

ハ 167,340

ニ 42,023

636,916

(2)

イ 500,000

ロ 107,019

ハ 52,154

ニ 繰 越 利 益 剰 余 金 700,305

1,359,478

1,996,394

4,726,169

7,354,132

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

他会計からの長期借入金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

資 本 剰 余 金

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

法 定 福 利 費 引 当 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

県 補 助 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1) 1,098,769

(2) 受 託 工 事 収 益 93,976

(3) 1,303

2

(1) 8,401

(2) 65,161

(3) 18,230 1,285,840

3

(1) 483,185

(2) 102,668

(3) 受 託 工 事 費 83,600

(4) 52,363

(5) 57,642

(6) 180,952

(7) 4,100

4

(1) 22,314

(2) 64,825

(3) 20,311 1,071,960

213,880

5

(1) 757

(2) 2,537

(3) 715 4,009

6

(1) 雑 支 出 27

(2) 17,235

7

(1) 0 17,262 △ 13,253

200,627

8

(1) 0

(2) 0 0

9

(1) 1,050

(2) 952 2,002 △ 2,002

198,625

0

198,625

神 島 簡 易 水 道 収 益

答 志 島 簡 易 水 道 収 益

菅 島 簡 易 水 道 収 益

平成２５年度鳥羽市水道事業予定損益計算書 (消費税抜き)

営 業 収 益

給 水 収 益

（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

そ の 他 営 業 収 益

簡 易 水 道 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

業 務 費

簡 易 水 道 費 用

神 島 簡 易 水 道 費 用

答 志 島 簡 易 水 道 費 用

菅 島 簡 易 水 道 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

予 備 費

当 年 度 未 処 分 利 益剰 余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 分 給 水 収 益
返 還 金

当 年 度 純 利 益

予 備 費

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

－ 16 －



（ 単位 ： 千円 ）　

1

(1)

イ 397,006

ロ 624,952

274,862 350,090

ハ 8,584,884

4,013,217 4,571,667

ニ 962,742

581,213 381,529

ホ 4,029

2,856 1,173

ヘ 22,014

16,765 5,249

ト 17,658

5,724,372

(2)

イ 9,611

ロ 150,943

56,511 94,432

ハ 2,301,518

825,405 1,476,113

ニ 514,599

210,638 303,961

ホ 35

32 3

ヘ 0

1,884,120

(3)

イ 216

ロ 24,920

25,136

(4)

イ 0

ロ 9,799

9,799

7,643,427

2

(1) 815,109

(2) 268,269

(3) 5,197

(4) 0

(5) 1,000

1,089,575

8,733,002

投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

構 築 物

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

土 地

機 械 及 び 装 置

簡 易 水 道 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品

構 築 物

平成２５年度鳥羽市水道事業予定貸借対照表 （消費税抜き）

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産 合 計

簡易水道固定資産合計

（平成２６年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

－ 17 －



3

(1) 0

(2) 98,660

98,660

4

(1) 0

(2) 83,847

(3) 0

(4) 1,000

84,847

183,507

5

(1) 2,729,775

(2)

イ 918,358

ロ 0

918,358

3,648,133

6

(1)

イ 2,962,593

ロ 230,425

ハ 980,404

ニ 120,421

ホ 500

4,294,343

(2)

イ 350,000

ロ 58,394

ハ 198,625

607,019

4,901,362

8,549,495

8,733,002

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

寄 附 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

県 補 助 金

他会計からの長期借入金

借 入 資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

借 入 資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

企 業 債

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

一 時 借 入 金

前 受 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

負 債 の 部

固 定 負 債

他会計からの長期借入金

－ 18 －



注記

Ⅰ. 重要な会計方針

  当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   貯蔵品 先入先出方による原価法による(貸借対照表価格は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定)

２ 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)
・減価償却の方法  定額法による

・主な耐用年数

  建物       15～65 年

  構築物      40～60 年

  機械及び装置   5～20 年

  工具器具及び備品 3～20 年

(2)無形固定資産(リース資産を除く)
・減価償却の方法  定額法による

・主な耐用年数

  施設利用権    31 年

  

      (3) リース資産

        ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の方法による。

３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法を採用し、当年度末における

退職手当の要支給見込額に相当する金額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づいて当年度の負担に属する額を計上し

ている。

(3)法定福利費引当金

職員の期末及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末

における支払見込額に基づいて当年度の負担に属する額を計上している。



(3) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権、破産更生債権等については債権区分に応じた回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上している。

   

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書関連

  重要な非資金取引

   該当事項なし

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担

    貸借対照表上に計上されている企業債(当該年度末の翌日から起算して 1 年以内に

   償還される予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は繰出

   基準に基づいて見込まれた、企業債(簡易水道事業分)に係る元金償還金の２分の１、

209,869,683 円である。

  ２ みなし償却制度の廃止に伴う措置

    平成 26 年 3 月 31 日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等

で現に資本剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の把握が不可

能であったものについては現存する資産（補助金等が重用されていないことが明らか

な資産を除く）を対象とし、補助金充当率を用いた按分により整理している。なお、

その方法によっても整理が不能であった補助金等については資本剰余金に引き続き

計上している。

Ⅳ．セグメント情報の開示

  １ 報告セグメントの概要及び事業内容

    鳥羽市水道事業では、鳥羽市全域を同一水系で水道水を供給、水道事業運営を

しており、統一運営方針等を決定しており、１セグメントとしていることから記

載を省略している。

Ⅴ．減損損失



１ グルーピングの方法

    水道事業会計において使用している固定資産については、同一水系事業により

   水道水の製造から販売まで全てを一体としたキャッシュ・フローを生成している

   ことから、１つの鳥羽市水道事業として資産グループとしている。

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産

  １ リース取引の処理方法

    リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の

   売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

  ２ リース会計に係る特例措置

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

   係る方法に準じた会計処理を行っている。

  ３ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

    １年内   5,072,760  円

    １年超   6,269,760  円

     計   11,342,520  円

Ⅶ．重要な後発事象

該当事項なし

Ⅷ．その他の注記

  ３ 引当金の取崩し

(1) 退職給付引当金の取崩し

平成 26 年度において、退職手当として 27,673,691 円を支給する予定

     であることから、同額を取崩す見込である。

(2) 賞与引当金の取崩し

平成 26 年度において、夏季賞与に係る前年度負担分として、6,073,180 円

     取崩す見込である。

(3) 賞与引当金の取崩し

平成 26 年度において、夏季賞与に係る法定福利費の前年度負担分として

1,058,190 円取崩す見込である。


